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プロダクトライン導入に向けた
レガシーソフトウェアの共通性・可変性分析法

吉村 健太郎†,☆ ダルマリンガム ガネサン†† ディルク ムーティック††

本論文では，レガシーシステムにソフトウェア・プロダクトライン（SPL）を導入するための可変
性・共通性分析手法を提案する．既存システムに基づいてコア資産を開発するためには，実装ソース
コードの解析・再利用が有効である．提案手法では，レガシーシステム間の共通性を評価するために，
異なるソフトウェア間でコードクローンによる解析を行う．また，共通性・可変性を評価するために，
SPLの観点から見てコードクローンをいくつかのタイプに分類する．さらに，参照アーキテクチャを
利用して階層的な分析を実施する．提案手法によって，実装されているソースコードに基づいてレガ
シーシステム間の共通性・可変性を効率的に評価することができる．また，本手法を用いて自動車用
エンジン制御システム間の共通性・可変性評価を行った．

A Method to Assess Commonality and
Variability of Existing Systems into a Product Line

Kentaro Yoshimura,†,☆ Dharmalingam Ganesan††

and Dirk Muthig††

This paper describes a method to assess commonality/variability of existing systems into
a software product line (SPL). For developing core assets from the existing systems, analyz-
ing and reusing the implemented source code are effective method. In order to assess the
commonality, we identify code clones between different systems. In the assessment of com-
monality and variability, we classify the clones into categories from the view point of SPL
variability. We also apply hierarchical decomposition assessment of systems. By using our
method, we can assess commonality and variability between existing systems from the view
point of implementation. We examine our method with a case study to engine management
systems for vehicles.

1. は じ め に

自動車，産業用機器，家電製品等，広い分野で，組

み込みソフトウェアが用いられている．組み込みソフ

トウェアは，しばしば特定のビジネス領域に対する単

一の製品として開発され，その後ビジネスの成功とと

もに改良，派生が加えられ複数の製品群として開発さ

れるようになる．

たとえば自動車用エンジン制御システムは，エンジ

ン仕様の違い，自動車メーカごとの独自要求仕様，さ

らに地域ごとに異なる法規制に対応するために製品バ
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リエーションが非常に多い．また，ソフトウェア規模・

複雑度の増大，開発コスト・期間の削減，信頼性の向

上等の要求によって，バリエーションを個別に開発す

ることはきわめて困難であり，組み込みソフトウェア

の再利用性向上が重要な課題になっている．

しかし，組み込みシステムにおけるソフトウェア再

利用手法は，既存の類似製品を流用して新規機能を開

発・統合する差分開発が主流である．すなわち，新規

製品の要求仕様に類似したレガシーソフトウェアを流

用して設計仕様書，ソースコード，テストケース等を

変更し，新たなソフトウェアを開発している．また，

組み込みソフトウェアはリソースの制約から個々の製

品に特化して開発・最適化されることが多く，製品群

を横断したソフトウェア再利用が困難であるという問

題があった．

近年，製品群を横断したソフトウェア再利用のた

めの手法として，ソフトウェア・プロダクトライン
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図 1 SPL の概念図
Fig. 1 SPL overview.

（Software Product Line，以下，SPL）が注目されて

いる1)～9)．図 1にレガシーソフトウェアに基づく SPL

型開発の概要を示す．既存のソフトウェア資産（ソー

スコード，設計仕様書，アーキテクチャ等）を入力とし

て，SPLのコア資産を開発する．コア資産には，製品

間の共通性・可変性の分析結果，製品群の共通フレー

ムワークとなる参照アーキテクチャ，ソフトウェア部

品等が含まれる．SPL型開発の成功事例として携帯電

話や自動車制御システム等が報告されており10)～12)，

同一の組織が類似の仕様で多数の製品を開発する事例

に有効とされている．

SPL型開発では，要求分析により製品群の共通性お

よび可変性を分析する必要があるとされるが，この作

業は容易ではない．そのため，自動化が可能なソース

コードを用いた共通性・可変性分析支援が必要不可欠

である．たとえばエンジン制御システムは 50万 LOC

を超える大規模ソフトウェアであり，当然要求仕様書

の規模も大きい．さらに自動車メーカごとに仕様書の

形式が異なるだけでなく，使用している自然言語（日

本語，英語）が異なるために要求分析の自動化が難し

いという課題がある．モデルベース開発13) の導入も

始まっているが部分的であり，モデルレベルでの分析

は限定的なものとなる．

また，自動車制御等のセーフティ・クリティカル・

システムでは信頼性が重視されるため，実績のある既

存ソースコードを再利用したいという要求がきわめ

て強い．新規に開発する場合に比べて，ソースコード

を再利用した場合の信頼性は高くなるといわれてい

る14),15)．そこで，開発済みのレガシーソフトウェア

の製品バリエーション間における共通性・可変性を分

析し，SPLにおけるコア資産としてリファクタリング

することが望ましい16)～18)．

そこで我々の研究の目的は，レガシーソフトウェア

への SPL技術導入のための共通性・可変性分析法を

確立することである．特に，参照アーキテクチャと，

後述するクローン分析メトリクスを用いて階層的・効

率的にレガシーソフトウェアの共通性・可変性を分析

することを目的とする．

上記目的を達成するための第 1の課題は，複数の製

品に分散したコードの共通部分を効率的に発見する分

析プロセスの開発である．我々は，対象ドメインの製

品群が有する参照アーキテクチャに着目し，システム

レベル，サブシステムレベル，コンポーネントレベル

でのレガシーソフトウェア間の実装の共通度を階層的

に分析する．これにより，製品間で実装の共通性が高

い領域と，可変性が高い領域とが効率的に分析できる

ようになる．

第 2の課題は，複数のレガシーソフトウェア間にお

ける共通性分析手法の開発である．ソフトウェアの共

通性を分析する手法として，ソースコード中の重複し

たコード列を検出するコードクローン分析手法がある．

しかし，提案されているコードクローン分析手法は単

一のソフトウェア内でのコード列重複の検出を目的と

したものであり，複数のソフトウェア群にまたがる共

通部分を検出するという我々の目的には十分でない．

そこで我々は，複数のソフトウェアにまたがるソース

コードの共通性を分析する新たなメトリクスを開発し

た．これにより，レガシーソフトウェア間の実装の共

通性および可変性を定量的に分析できる．

第 3の課題は，SPL導入支援に適した共通性・可変

性の分類方法の開発である．上記手法に基づいて製品

間の共通性を分析できるが，ソフトウェア・プロダク

トライン導入のためには，分析したコンポーネントを

共通部とするか，可変部とするかを判断する必要があ

る．そこで我々は，上記メトリクスに基づいたソフト

ウェアの共通性・可変性の分類法を導入する．本分類

法により，SPL導入に向けたソフトウェアの共通性・

可変性を効率的に判断できる．

以上により，実績のあるレガシーソフトウェアを重

視した SPLの導入に適した，ソフトウェア共通性・可

変性の分析が可能になる．

また，提案手法の適用対象は関数集合として定義さ

れるプログラムソースコード集合とし，同一組織内

で開発されたソフトウェアであることを前提とする．

BAPO 19) 等の SPL 成熟度評価モデルで示されるよ

うに，SPL技術の導入は同一組織内から開始される．

SPL 導入の効果的な支援を行うためには，同一組織

内で開発されたソフトウェアを前提とした手法提案が

有効であるためである．
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図 2 分析アプローチ全体図
Fig. 2 Overview of assessment approach.

以下本論文では，まず 2 章で，本論文のアプローチ

について述べる．次に 3 章で，提案するレガシーソフ

トウェア共通性・可変性分析法について述べる．そし

て 4 章で，本手法の自動車エンジン制御用組み込み

ソフトウェアへの適用実験を行い，本手法の有用性を

確認する．また 5 章で関連する研究との比較を，6 章

で今後の課題を示す．

2. 本論文のアプローチ

図 2 に本研究のアプローチを示す．適用対象は，関

数集合として定義されるプログラムソースコード集合

であり，同一組織内で開発された製品群であることを

前提とする．

本アプローチでは，まず初めに対象製品群の参照

アーキテクチャの設計を行う．製品ロードマップとレ

ガシーシステムの仕様書に基づいて，製品群で共通利

用する参照アーキテクチャを設計する（図 2 (a)）．こ

の設計はドメインの専門知識を持った専門家によって

実施する．なお，この時点では参照アーキテクチャの

可変性は設計しない．

次に，レガシーソフトウェアの共通性・可変性の分

析を行う．本論文では，この共通性・可変性分析法に

ついて提案する．まず初めに，レガシーソフトウェア

を構成する関数を参照アーキテクチャ内のコンポーネ

ントへとマッピングして，関数の集合を定義する (b)．

続いて，レガシーソフトウェアの関数における製品間

コードクローンを分析する (c)．その後，本論文で導

入する製品間クローンカバレッジに基づいて，関数ご

との共通性・可変性を分類する (d)．分類結果に基づ

いてコンポーネント内でのクローン分布状況を測定し，

専門家によってコンポーネントの共通部品化の判断が

行われる (e)．該当コンポーネントがさらに複数のサ

ブシステムにより構成されると判断される場合には，

分割を詳細化して本プロセスを再実行する．

提案手法の結果として，レガシーシステムに対する

再構築計画が導かれる．SPLの実際の導入では，リス

ク軽減を目的として段階的な導入が行われることが多

い．そこでレガシーシステムの関数群に対し，外部へ

の振舞いを保ったままでのリファクタリングの方針が

提案される．

3. 共通性・可変性の分析

3.1 共通性・可変性分析の階層的マッピング

一般に 1つの組み込み制御ソフトウェアは複数の機

能の組合せからなり，参照アーキテクチャも機能ごと

に階層化される13)．そこで，共通性・可変性の分析も

機能単位にモジュール化し，全体・部分関係に従って

階層化する．すなわち，システムの全体構成における

共通性・可変性，システムを構成する 1つのサブシス

テムの共通性・可変性，サブシステムを構成するコン

ポーネントの共通性・可変性をそれぞれ段階的に分析

する．

図 3 に，エンジン制御システムの参照アーキテク

チャと共通性・可変性分析との対応例を示す．エンジ

ン制御システムは，入出力機能や制御アプリケーショ

ン等のサブシステムからなる．また，制御アプリケー

ションは，アイドル回転数制御やクルーズ・コントロー

ル制御等のコンポーネントから構成される．

まず初めに，システム全体が単一のモジュールから

構成されていると仮定し，レガシーソフトウェア製品

間の共通性・可変性を分析する．次に，参照アーキテ

クチャのサブシステムに対してレガシーソフトウェア

の関数をマッピングし，製品間でのサブシステムどう

しの共通性・可変性を分析する．その後，システムの

規模や分析結果に応じて階層的に共通性・可変性分析

を詳細化し，共通化可能なサブシステムと可変部分と

なるサブシステムとを分類する．さらにサブシステム

の分析結果に応じて，詳細な分析をコンポーネントに
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図 3 階層的な共通性・可変性分析
Fig. 3 Commonality and variability analysis using

decomposition hierarchy.

図 4 システム間コードクローン
Fig. 4 Inter-system code clone.

対して実施する．

3.2 システム間コードクローン

一般的に，コードクローンとは単一のシステム内の

重複したコード列のことを指す20)．しかし，我々の

目的は製品群を構成している関数の製品間を横断した

共通性を分析することであり，従来のコードクローン

の定義では不十分である．そこで我々は，システム間

コードクローンの概念を導入する．

図 4 に製品間コードクローンの概念を示す．互いに

等しい 2つのコード列が異なるシステムの関数に存在

する場合，このコード列をシステム間コードクローン

として扱う．

次に，検出されたコードクローンに基づいて各関数

の共通性・可変性を評価するためのメトリクスとして

製品間クローンカバレッジを定義する．J，Kを異な

る製品における関数とし，製品間クローンカバレッジ

は次のように定義する．

CloneCoverage(J,K)

=
Lines of Cloned Code from J to K

Lines of Code in K

製品間クローンカバレッジとは，ある製品Yの関数K

に含まれる行のうち，異なる製品 X に含まれる関数

Jに含まれる行と一致する行の割合を示す．製品Xか

ら製品 Y へと関数を流用した場合には製品間クロー

ンカバレッジは 100%となり，関数内部のコードを完

全に書き換えた場合には 0%となる．

図 5 Type 1 コードクローンの例
Fig. 5 An example of a clone Type 1.

図 6 Type 2 コードクローンの例
Fig. 6 An example of a clone Type 2.

3.3 製品間クローン関数の分類

さらにレガシーソフトウェアの共通性・可変性の判

断を支援するため，製品間クローンカバレッジに基づ

いてコードクローンを次の 4つに分類する．

• Type 1

関数のインタフェース（関数名，引数，戻り値）が

同一であり，かつクローンカバレッジが 100%で

ある製品間クローンペアを Type 1とする．図 5

にType 1クローンの例を示す．Type 1クローン

は，SPLにおける共通部分であると分類される．

• Type 2

関数のインタフェースは同一だが，ソースコードの

一部が変更されているクローンペアをType 2とす

る．図 6 に Type 2クローンの例を示す．Type 2

クローンは，製品特有の要求を満たすために変更

された部分であり，SPLにおける共通部分と可変

部分が混在した関数であると分類される．

• Type 3

関数のインタフェースが同一だが，ソースコード

の大部分が異なっているクローンペアを Type 3

とする．図 7 に Type 3クローンの例を示す．実

際には，Type 2 クローンと Type 3 クローンと

は，製品間クローンカバレッジの閾値により判定

する．Type 3クローンは，SPLにおける可変部

分であると分類される．

• Type 4

関数のインタフェースは異なっているが，実装さ

れているコードには重複部分があるクローンペア

を Type 4とする．図 8 に Type 4クローンの例

を示す．実際の開発では，製品間で関数をコピー
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し変更を加えた後に関数名を変更することがある．

このようなケースを発見するために，Type 4ク

ローンを用いる．

上記の製品間クローンカバレッジを用いたクローン

ペアの分類により，レガシーソフトウェア間での共通

性と可変性との分類を容易に行うことができる．たと

えば，Type 1クローンを共通部分に，Type 3クロー

ンを可変部分としてドメイン分析や参照アーキテク

チャでの可変部設計を支援する．

3.4 クローン分布

3.1 節において関数をマッピングしたシステム，サ

ブシステム，コンポーネント等，関数集合としての共

通性・可変性を評価するために，クローンの分布状況

を調査する．

図 9 にクローン分布の概念を示す．対象とする関数

集合に含まれる全関数の総行数を分母とする．次に，

3.3 節においてそれぞれの各 Typeに分類された関数

ごとの合計行数を，各 Typeの分布とする．この分布

状況を用いて，SPL の観点から見た関数集合の性質

図 7 Type 3 コードクローンの例
Fig. 7 An example of a clone Type 3.

図 8 Type 4 コードクローンの例
Fig. 8 An example of a clone Type 4.

図 9 クローン分布の例
Fig. 9 An example of clone distribution.

を評価する．

4. 適 用 実 験

4.1 実 験 概 要

実際の組み込み制御ソフトウェアに対して本方式を

適用し，共通性・可変性を分析した．分析対象のソフ

トウェアは自動車用エンジン制御システムであり，ソ

フトウェア規模は 50万 LOC以上である．

本実験では特に可変部分が多いと考えられる 2つの

エンジン制御システムを選定して実験対象とした．実

験対象となる 2つのエンジン制御システムは，自動車

メーカ，エンジン形式および出荷地域（法規制）がす

べて異なっている．また，コードクローン分析には独

自に開発したパーサおよび市販ツール “CloneFinder”

を用いた．

4.2 実 験 結 果

4.2.1 システムレベル

まず初めに，製品 Aおよび製品 Bにおけるシステ

ムレベルでの共通性・可変性を分析した．システムレ

ベルでの分析の目的は，共通性・可変性をおおまかに

調べることである．もし，製品 Aおよび製品 Bの分

析の結果，Type 1クローンが大部分を占めていれば，

少なくともこの 2機種にはほとんど可変性がなく，共

通コンポーネントで構成できると考えられる．逆に，

製品間クローンがほとんど発見できなかった場合は，

アーキテクチャ内に可変部が多くなると考えられる．

なお，本実験における Type 2 クローンと Type 3

クローンとの製品間クローンカバレッジ閾値は 20%と

した．この閾値は，エンジン制御ドメインにおいて共

通性が失われる製品間クローンカバレッジを，専門家

の判断によって決定した．

図 10 に，システムレベルでのクローン分布分析結

果を示す．製品 Aから製品 Bへの Type 1クローン

の行数が，製品 Bのソースコード行数の 9%を占める．

同様に，Type 2 クローンは 19%，Type 3 クローン

は 15%，Type 4クローンは 2%を占めた．クローン

として分類されなかった関数の行数は，製品 Bのソー

スコード行数の 55%を占めた．

上記の結果より，製品 Aと製品 Bの実装には共通

部分と可変部分とが混在していることが分かる．より

図 10 システムレベルでのクローン分布
Fig. 10 Clone distribution on system level.
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詳細に製品の共通性・可変性を分析するため，サブシ

ステムレベルの分析を実施する．

4.2.2 サブシステムレベル

本項では，サブシステムレベルでの共通性・可変性

分析結果を示す．サブシステムレベルでの分析により，

エンジン制御システムを構成する機能ごとの共通性・

可変性を知ることができる．

サブシステムレベルでの分析にあたり，参照アー

キテクチャへのソースコードのマッピングを行った．

図 11に本実験で用いた参照アーキテクチャを示す．た

とえば電圧計測等，エンジン制御システムでの入出力

に関する関数群は図 11 での I/Oサブシステムにマッ

ピングされる．本実験では参照アーキテクチャは独自

に開発せず，車両制御ソフトウェア標準仕様として議

論されている AUTOSAR 21),22) 仕様を簡略化したも

のを用いた．これは，将来的に車両制御ソフトウェア

を AUTOSARに移行させる可能性があることが理由

である．

図 12 に，サブシステムレベルでのクローン分布を

示す．共通性・可変性分析の一例として，コンプレック

ス I/O（Complex I/O），メモリドライバ（Memory）

および制御アプリケーション（Application）サブシ

ステムの共通性・可変性および SPL化手順を分析す

る．なお，コンプレックス I/Oは文字どおり，クラン

クセンサ入力処理や燃料噴射タイミング制御等の複雑

な入出力処理を扱うサブシステムである．

• メモリドライバ（Memory）

メモリドライバは，約 5%の Type 1クローンを

持ち，約 50%の Type 3クローンで構成されてい

ることが分かる．これは，メモリドライバの主機

能が外部不揮発メモリの制御であり，操作手順が

実装されるハードウェアによって異なるためであ

ると考えられる．その一方，レガシーシステムは

ある共通したフレームワークを用いて実装されて

おり，サブシステムを構成する関数の内部が異な

る実装であると推測される．このため，メモリド

ライバは既存のフレームワークおよび関数を用い

て SPL化が行え，かつ多くの関数はサブシステ

ム内部の可変部分となってメモリごとに対応する

と考えられる．

• コンプレックス I/O（Complex I/O）

コンプレックス I/O は 25%の Type 1 クローン

により構成されている．この結果は，コンプレッ

クス I/O の共通度が高いであろうという事前の

予測とよく一致した．コンプレックス I/Oはその

複雑さから，なるべく既存のコードに基づいて開

図 11 エンジン制御システムの参照アーキテクチャ
Fig. 11 Reference architecture of engine management

systems.

図 12 サブシステムレベルでのクローン分布
Fig. 12 Clone distribution on sub-system level.

発が進められている部分である．しかし，コンプ

レックス I/Oは 35%のType 2クローンも含んで

いる．ここから，SPL導入にあたっては Type 2

クローンの実装状況をよく吟味し，共通部分とな

る Type 1クローンとサブシステム内の可変部分

となる Type 3クローンへのリファクタリングが

必要であると考えられる．

• 制御アプリケーション（Application）

制御アプリケーションの分析状況は事前の予想

とは異なる結果となった．制御アプリケーション

は，ハードウェアへの依存性が低いサブシステム

のため 30%から 40%を Type 1 クローンが占め

ると予想されていたが，実際はわずか 5%のみが

Type 1クローンに分類された．そこで制御アプ

リケーションの実装状況をより詳細に調査するた

め，次項において分割を詳細化して共通性の分析

を行う．

4.2.3 コンポーネントレベル

続いて，Applicationサブシステムを構成するコン

ポーネントの共通性・可変性を分析した．図 13 に，

コンポーネントレベルでのクローン分布を示す．

以下，各コンポーネントごとの共通性・可変性分析

の一例を示す．

• アイドル回転数制御機能（Idle Speed Control）

アイドル回転数制御機能は，エンジン制御システ

ムにおける基本機能の 1つである．図 13 に示す

分析結果から，Type 1クローンとType 2クロー

ンの合計が 50%近くに達していることが分かる．
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図 13 コンポーネントレベルでのクローン分布
Fig. 13 Clone distribution on component level.

この結果から，レガシーシステム間で相当部分の

共通性があることが推測できる．この場合，製品

間の共通部分を再利用・統合して，共通コア資産

を開発する．

• 学習機能（Learning）

図 13に示す分析結果から，対象製品間ではクロー

ンが数%しか発見されず，実装コードにはほとん

ど共通性がないことが分かる．これは，学習機能

は顧客や対応エンジンに依存した機能が多いため

であると考えられる．このような場合は，学習機

能は製品ごとにコンポーネント全体を変更する可

変部分として，SPL化する．

• 燃料噴射量演算機能（Gas Injection Control）

燃料噴射量演算機能は，エンジン制御システムに

おいて基本となる制御機能の 1つである．しかし，

図 13 に示すように実装の共通性は低い．要求機

能の共通性は高いにもかかわらず共通性が低い理

由として，燃費改善や環境規制への対応等，つね

に機能の拡張が行われていることが考えられる．

このような場合には，要求の分析を行ったうえで，

共通要求機能に対しては最新の実装ソフトウェア

をもとに共通コンポーネントへとリファクタリン

グを行う．

4.3 実験結果に対する考察

既存の自動車用エンジン制御システムに対して提案

手法を適用して，レガシーソフトウェアの共通性・可変

性分析を行い，提案手法の評価を行った．階層的な分

析により，製品全体の共通性から詳細部分の共通性へ

と効率良く分析が行えることを確認した．また，製品

間クローンカバレッジに基づいてレガシーソフトウェ

ア間のクローンを分析することにより，製品間の共通

性・可変性を発見できることを確認した．さらに，製

品間クローンカバレッジにタイプ別分類を導入するこ

とによって共通性・可変性分析を支援できることを確

認し，本手法の有効性を確認した．

また，エンジン制御システム群は機能要求の観点か

ら見るとかなりの部分が重複しているにもかかわら

ず，実際のソースコードが重複している部分はわずか

28%（Type 1，Type 2クローン合計）しか測定され

なかった．このことから，同一組織において開発され

る同一ドメインのソフトウェアであっても，エンジン

の型式，顧客，対応地域等の違いによって可変部分が

多く発生することが分かった．

5. 関連する研究との比較

組み込みシステムを対象としたプロダクトラインの

事例研究がある10)～12)．しかし，これらの研究では，

機能要求，バリエーション管理およびアーキテクチャ設

計を対象としており，実績あるレガシーシステムを活

用するという観点から見て十分ではない．また，Kang

らはフィーチャ指向に基づいて，レガシーシステムを

プロダクトライン化する手法を提案している23)．彼ら

の研究の主な目的は，プロダクトライン導入のための

アーキテクチャの改良である．単一のシステムのソー

スコードにおける関数間の依存関係から実装されてい

るアーキテクチャを回復させ，SPL の観点からアー

キテクチャを改良している．しかしながら複数のバリ

エーションを有するレガシーソフトウェアのリファク

タリングには十分でない．さらに，Knodel ら24) お

よび Arciniegas ら25) は，既存システムの SPLへの

統合を目的として，既存システムに実装されたアーキ

テクチャを復元して参照アーキテクチャと比較する手

法を提案している．しかし，これはコンポーネント間

のインタフェースの検討にとどまり，実装されている

ソースコードの再利用を支援するには不十分である．

これに対して我々の研究は，製品間クローンカバレッ

ジを用いてレガシーソフトウェアの共通性・可変性を

分析するという特徴がある．本手法は，従来多大な工

数を必要としていた共通性分析フェーズを自動化する

ことが可能であり，特に既存のソースコードの信頼性

を重視する組み込み制御システムに対する SPL導入

段階でのデータマイニング手法として有効である．

クローン分析によるソフトウェア・システムのリファ

クタリング分析の研究がある26),27)．しかし，これは

単一製品内の重複クローンを分析するものであり，複

数製品間での可変性を分析するという目的に対しては

適用できない．Balazinska らはクローンを複数のタ

イプに分類してリエンジニアリングの可能性を分析し

ている28)．しかし，同一製品でのバージョン間のク

ローンを分析するものであり，異なる製品間の可変性

を分析するものではない．また，Clementsら29)およ

びKruegerら30)は，既存 SPL内のバリエーションポ

イント間でのクローンを分析し，アーキテクチャの改
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善を行っている．本手法により，コンポーネント間の

コードの重複から共通部を抽出し，効果的な SPLの

メンテナンスが可能になる．しかし，この手法は成立

済みのプロダクトラインへの適用を前提としており，

レガシーソフトウェアへの SPL導入を支援するもの

ではない．また，山本らは異なるシステム間の類似度

メトリクスを定義している31)．しかし，システム全体

での類似度の定義にとどまっており，システムを構成

するコンポーネントごとの共通性・可変性を分析する

には不十分である．

これに対して我々の手法は，異なるレガシーソフト

ウェアの共通部と可変部とを階層的に分析できるとい

う特徴がある．本手法により大規模・多品種のソフト

ウェア製品群をシステマチックに分析可能となり，特

に組み込み制御システムのように同一製品群内に多数

のバリエーションを有するソフトウェアに対して有効

である．

6. 今後の課題

本論文では，SPL の導入支援を目的として既存の

ソースコードに潜在的に存在する共通性・可変性を分

析する手法を提案したが，参照アーキテクチャはドメ

イン知識を持った専門家により開発されたものを用い

た．実装されている関数間の依存関係の解析手法と組

み合わせることで，レガシーソフトウェアの SPL導

入における参照アーキテクチャ設計を効率化できる可

能性がある．

提案手法は，参照アーキテクチャへのマッピング，

クローン判定の閾値の決定，階層的なクローン分布の

測定結果をふまえた共通性・可変性の決定について，

専門家による作業に依存している．特に，クローン分

布測定結果の解釈には対象ドメインの知識が必要であ

り，専門家の十分な支援が受けられない場合に，階層

的な分析をどこまで深く行うかの判断が困難となる．

そのため，対象ドメイン別の事例収集およびクローン

分布のパターン分類が必要である．

本論文では共通性・可変性の分析に着目して提案を

行ったが，分析結果に基づいた効率的な統合手法も必

要不可欠である．特に，Type 2クローンのように共

通部分と可変部分とが混在している関数を多く持つサ

ブシステムおよびコンポーネントへの手法提案が必要

である．

また，我々は組み込み制御システム向けのモデル

ベース開発環境を開発している13),32)．本論文で提案

した手法を適用してレガシーシステムの SPL化を進

めるとともに，モデルベース開発環境への統合を進め

たいと考えている．さらに，モデルベース開発環境に

おいてシステム統合およびコンポーネントの統合バリ

エーション管理およびを行う機能が必要であると考え

ており，今後研究を進めていきたい．

7. お わ り に

本論文では，SPL導入に向けたレガシーソフトウェ

アの共通性・可変性分析手法を提案した．レガシーシ

ステムに基づいてコア資産を開発するにはソースコー

ド解析が有効である．本論文では，異なるレガシーソ

フトウェア間でコードクローン解析を行うとともに，

参照アーキテクチャを利用して階層的な解析手法を提

案した．提案手法により，実装されているレガシーソ

フトウェア間での共通部と可変部との分類を効率的に

行うことができ，信頼性の高い既存のソースコードを

活用した SPL導入を支援できる．また，提案手法を

実際の自動車用エンジン制御システムへ適用し，共通

性・可変性の効率的な分析に役立てられる可能性があ

ることを確認した．

今後の課題は，本手法により分析したレガシーシ

ステムの SPL化とモデルベース開発環境への統合で

ある．
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